日本における民営化
－日本国有鉄道の事例について－
4年　山口かおり
1.はじめに
　「民営化」という言葉はprivatizationの訳語である。意味は読んで字のごとく、公企業であったものの経営を民間にすることであり、「規制緩和（deregulation）」とともに、小さな政府論の一環として用いられた。今回この論文で取り扱う日本国有鉄道を含む三公社五現業（1）が公企業の代表とされ、1981（昭和56）年の第2次臨時行政調査会以降、民営化が進められてきたのである。

　卒業論文ではこの三公社五現業の民営化のうち複数の事例を比較していく予定だが、今回の論文では比較する要素が揃っていないため、日本国有鉄道に事例を限って見ていこうと思う。しかし現在にいたっても、北海道旅客鉄道株式会社・四国旅客鉄道株式会社・九州旅客鉄道株式会社の三社は「旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律（昭和61年12月4日法律第88号）」によって規定されている特殊会社（2）であり、完全に民営化したとは言えない状況である。そのため、今回は日本国有鉄道がJRグループへと形を変えるまでの部分に焦点を当て、どのような過程で民営化がなされていったのかを追いたいと思う。
2.国有鉄道の歴史
　営業用鉄道の運営が最初に始まったのは1825年のイギリスであるが、日本の鉄道の始まりは、それから約半世紀後の1872（明治5）年である。この新橋・横浜間の鉄道開通に始まり、1874年には神戸・大阪間が開通、各地で路線が敷設されていった。そして1881（明治14）年には日本最初の私鉄である日本鉄道会社が生まれ、それからの20年弱は私営鉄道への投資が盛んとなっていた。しかし、1900（明治33）年を境に日本に不況が訪れる。株式相場が暴落し、鉄道株が多大な損失を被ってしまうのである。こうして鉄道業界全体が経営危機に陥った事に加え、日清・日露戦争の勃発により、にわかに鉄道の国有化が取りざたされることとなる。富国強兵政策の一環として、有事の際に鉄道を国家として掌握しておくことが重要であるという見方が出てきたのである。そして1906（明治39）年の第二十二帝国議会において鉄道国有法が公布され、基幹的な鉄道に関して国有化が成立をみる。これにより、鉄道全体における国有鉄道の占める割合は激増した。
　さて、国有鉄道は戦後「公社」という形態をとった。公社とは、国家等の出資により公共性の高い事業を経営する、独立の法人格を有する企業のことである。国有鉄道が公社となる契機は1948（昭和23）年7月22日に連合国軍最高司令官総司令部より当時の芦田均内閣に宛てて「マッカーサー書簡」（3）が送られたことであった。この書簡中に鉄道に関する記述がある。

鉄道並びに塩、樟脳、たばこの政府事業に関する限り、これ等の職員は普通公職から除外せられてよいと信ずる。然しながらこの場合においては、これらの事業を管理し運営するために、適当な方法により、公共企業体（パブリック・コーポレーション）が組織せらるべきである。（4）
ここでいう公共企業体とは、公社の別名である。つまり、この書簡においてGHQは国有鉄道と専売事業を公社化すべきだと述べているのである。そしてその主張通りに、1948（昭和23）年12月20日「日本国有鉄道法」「日本専売公社法」の2法が成立。翌年の6月1日、日本国有鉄道と日本専売公社の二公社が発足する。（5）
　1950年代以降は、「第一次五カ年計画」や「第二次五カ年計画」（6）が行われるなど、国家として輸送力の増強が図られていた。しかし1964（昭和39）年度以降、①物価対策としての公共料金抑制、②東海道新幹線が契機の鉄道への大投資要求、③社会全体としての労働運動の台頭、などを背景にして経営の悪化が顕在化した。前年度まで蓄積していた繰越利益金が消滅してしまったのである。そして1967（昭和42）年度には赤字を処理しきれず翌年度会計へ繰り越さざるを得ないという事態になる。この経営悪化のさなか、日本国有鉄道は1965（昭和40）年から「第三次長期計画」を策定する。資本が枯渇しているにもかかわらず投資規模は過去の計画より拡大していたため、資金調達は高金利の外部資金に依存せざるをえなくなり、特別債の発行までもおこなったのである。1970年代後半には、債務への対策がなく体制が変わらない状態における企業努力の限界が指摘され、国鉄分割民営化論が注目され始めることとなるのである。
　1980（昭和55）年11月28日に成立した「日本国有鉄道経営再建促進特別措置法」に基づいて、翌年には日本国有鉄道で長期経営計画が策定された。しかしその同年、計画策定に先駆けて第二次臨時行政調査会（7）が設置されていたのである。
3.日本国有鉄道民営化への動き―第二次臨時行政調査会―
1970年代後半、高齢化が進むと同時に財政赤字が拡大していることが、政治や行政に深刻な危機感をもたらしていた。財政再建と行政改革の機運が高まった1978年以降、政府は毎年行政改革計画を策定し、また1980年には特殊法人（8）18の統廃合がすすめられた。そして同年に発足した鈴木善幸内閣では、1984年までの赤字国債脱却を目標とし「増税なき財政再建」のスローガンが掲げられた。
1981（昭和56）年3月16日、同内閣のもとで第二次臨時行政調査会が設置される。1970年代にみられた経済活力の低下・財政危機等への対応を中心的な課題と位置づけ、「増税なき財政再建」を基本方針として「小さな政府」を目標に、歳出削減を中心とする改革の提言を行ったものである。一方、同年5月21日には前述の日本国有鉄道による長期経営計画が「経営改善計画」として発足する。この計画は財政再建という名称をかかげずに、企業体としての日本国有鉄道は幹線の収支均衡を目指すと責任を限定したものであった。計画はこのように根本的解決にはいたらない内容であったが、7月10日に出された第二次臨時行政調査会の第一次答申では、経営改善計画の達成を期待するという旨が示されている。
続いて同年9月7日、第二次臨時行政調査会に専門部会である第四部会が設置される。この第四部会の仕事は「三公社五現業、特殊法人等の在り方＝経営形態等の見直し及び事業等の合理化」であった。まもなく第四部会は経営改善計画に疑問を持ち、分割民営化の方向へと傾いていくこととなる。
翌1982（昭和57）年5月末には第四部会報告がまとめられる。その中で、日本電信電話公社は株式会社化（特殊会社化）、日本専売公社は民営化と専売制度の廃止を提言される。日本国有鉄道については、5年以内の民営化が決定された。これを受けて同年7月30日、第二次臨時行政調査会は第三次答申を発表する。「基本答申」と題されたそれは、第四部会の提言を踏襲したものであった。そして同年9月24日には、「今後における行政改革の具体化方策（行政大綱）」が閣議決定されるのである。

この第二次臨時行政調査会で挙げられた公社制度の問題点としては、①当事者能力が公社幹部に十分に与えられていないので、責任ある経営が行われていないこと、②労働側にも、公社制度に安住し、義務感の喪失さえ招く状況があること、③公社に対して市民が過大な期待をもつこと、④三公社の規模が巨大で、日本電信電話公社・日本専売公社は独占事業であることから、管理が難しく、競争による自己制御が出来ないこと、がある。これらの問題点が挙げられた背景には、公社制度は公共性と企業性（9）の調和を理念としているのに、企業性が発揮されていないために果たすべき公共性さえ損なわれがちであるという認識が存在した。
今回の論文の本筋とは関わりないが、1984（昭和59）年8月10日には「日本たばこ産業株式会社法」が公布され、同年12月25日には「日本電信電話株式会社等に関する法律」が公布。そして翌1985（昭和60）年4月1日、日本電信電話株式会社、日本たばこ産業株式会社が発足し、日本国有鉄道に先駆けて日本電信電話公社・日本専売公社の民営化が実施されている。

4.日本国有鉄道民営化への動き―国鉄再建監理委員会―
1982（昭和57）年11月19日、答申の趣旨を実現する為の「国鉄再建監理委員会」設置の法案が閣議決定されたのちに、その鈴木善幸内閣を引き継いで、同月27日中曽根康弘内閣が組閣する。中曽根は鈴木内閣で行政管理庁長官を務めていた人物である。
翌1983（昭和58）年6月10日、国鉄再建監理委員会が発足した。この委員会は、同年5月13日に成立した臨時措置法に基づいて、「日本国有鉄道の経営する事業に関する効率的な経営形態の確立及び当該経営形態の下における適正な運営の確保に関すること」（10）について審議するために設置されたものである。

同年8月2日、国鉄再建監理委員会は「日本国有鉄道の経営する事業の運営の改善のために緊急に講ずべき措置の基本的実施方針について」――第一次緊急提言――を出す。その内容は①経営管理の適正化、②事業分野の整理、③営業収支の改善及び債務増大の抑制であった。これを受けた同年度までの期間において、日本国有鉄道内部の規律は改善され、また職員数の削減が進んだ。しかし、収支に関しては改善が見られなかった。
翌1984（昭和59）年度に入った5月、日本国有鉄道の出していた経営改善計画が変更された。7月には、運輸族の有力議員であり、翌年には中曽根内閣のもとで運輸大臣を務めることになる三塚博が著書を発し（11）、その中で国鉄はただちに分割民営とすべきであることを述べている。「日本国有鉄道民営化」という空気が少しずつ醸成されてきていた。

そして同年8月10日、国鉄再建監理委員会が第二次緊急提言を出す。この提言において、分割民営化の方針が明示されたのである。当時、日本国有鉄道当局及び労働組合は民営化に強く反対していたが、反対派からは国民を納得させるだけの提案がなかった。さらに10月18日には、運輸省が、分割民営化と長期債務の処理方法について国鉄再建監理委員会と同じ意見であると明確にした。これにより、国鉄再建監理委員会と運輸省の協力はすすみ、改革は動かぬものとなった。
1985（昭和60）年1月10日、日本国有鉄道は「経営改革のための基本方策」を発表した。しかしこれは全国一社の民営とする案であり、分割民営化とする意見が主流を占めていたなかでのこの発表は、日本国有鉄道の厳しい経営状況から見て、抜本的改革に取り組む強固な姿勢に欠けているとの痛烈な批判を受けた（12）。これ以降、分割民営化反対派からは具体案が出ず、国鉄再建監理委員会としては提出すべき答申が実施されるであろう環境が整うのを待つだけとなった。そして、6月12日には中曽根首相の意向を受けて山下徳夫運輸大臣は仁杉巌国鉄総裁の辞表提出を求めた。同月24日の総裁辞任を受け、翌日には、最後の国鉄総裁となる杉浦喬也が就任することとなる。
国鉄再建監理委員会は同1985（昭和60）年7月26日、最終意見である「国鉄改革に関する意見―鉄道の未来を拓くために―」を提出した。要点は、①旅客は本州3及び三島に6分割、貨物は全国1社とすること、②新事業全体に移籍する要員の総計は約21万5000人となること、③移行後に尚残る約4万1000人の余剰人員は「旧国鉄」が引き受け、3年を限度として全員が再就職できるよう対策を実施すること、④処理すべき長期債務等の総額は37.3兆円となること、⑤最終的に残る16.7兆円の長期債務等の処理にあたっては国民に負担を求めざるをえないこと、⑥分割民営化の時期は1987（昭和62）年4月1日とすること、であった。

国鉄再建監理委員会は、1987（昭和62）年3月31日、国鉄改革の実施を確認してその任務を終了することとなる。
5.日本国有鉄道民営化
国鉄再建監理委員会の答申を受けた政府は改革のための法令を整備した。また1985（昭和60）年から1986（昭和61）年にかけて、「国鉄改革のための基本的方針について」「国鉄余剰人員雇用対策の基本的方針について」「国鉄長期債務等の処理方策等について」が次々と閣議決定されていった。

1986（昭和61）年5月21日には「日本国有鉄道の経営する事業の運営の改善のために昭和61年度において緊急に講ずべき特別措置に関する法」が成立する。この法律により、債務負担の軽減と職員の退職の促進を図る特別措置が定められた。同年11月28日には、いわゆる国鉄分割民営化関連8法（13）が成立した。これにより「日本国有鉄道法」は廃止され、旧日本国有鉄道は「旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律」によって規定されることになる。はまた、鉄道事業法は私鉄各社についても適用されることとなり、それに伴い地方鉄道法が廃止されることとなった。
そして1987（昭和62）年4月1日、旧日本国有鉄道は東日本旅客鉄道株式会社・東海旅客鉄道株式会社・西日本旅客鉄道株式会社・北海道旅客鉄道株式会社・四国旅客鉄道株式会社・九州旅客鉄道株式会社・日本貨物鉄道株式会社のJRグループ7社へと改組され、一応の民営化をみることとなる。
余談ではあるが、2001年12月1日に「旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律の一部を改正する法律」が施行されている。この法律改正により、東日本旅客鉄道株式会社・東海旅客鉄道株式会社・西日本旅客鉄道株式会社の三社は「旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律」の対象ではなくなり、完全に民営化されたといえる。
6.おわりに―卒業論文にむけて―
　旧日本国有鉄道は経営不安だけでなく、他の公企業同様に窓口サービスの不快が槍玉に挙げられていた。また、輸送の不安定・違法争議行為による交通の麻痺など、国民にとって切実な問題を抱えていた。これらの問題の解決を望む声が、マスメディアのキャンペーンに合わせて盛り上がったこともあり、国民の間でも日本国有鉄道民営化を望む声が広がった。そして民営化後に関しても他の民営化された公企業同様に、サービスの大幅な改善が行われた。また、懸念されていた運賃の値上げも長期にわたって行われなかったことから、日本国有鉄道の民営化はおおむね国民に歓迎されたと言っていいだろう。民営化に関しての是非は頻繁に論議されているところだが、利用者としてサービスの向上や経営改善が積極的に図られるようになったことについては歓迎すべきであると思う。
　今回の論文では答申や提言を中心に見ていたので、政府側の動きを追うことが中心となってしまった。民営化で経営が実際どう変わったのかということや、民営化反対派の動きについては卒業論文においてまとめたいと思う。また余談となるが、当初は卒業論文において日本国有鉄道・日本電信電話公社の民営化を日本郵政公社のそれと比較していく予定であったが、郵政民営化が実施されてからまだあまり時間が経っておらず比較できる要素があまりに少ないことから、日本国有鉄道と日本電信電話公社の比較に切り替えることも考えている。
註

（1）三公社五現業とは、日本国有鉄道・日本電信電話公社・日本専売公社の三公社と郵政事業・国有林野事業・印刷事業・造幣事業・アルコール専売事業の五現業をあわせた呼び方。2010年現在は国有林野事業を除いて全て民営化・独立行政法人化している。
（2）特殊会社とは特別法により設立される会社のこと。北海道旅客鉄道株式会社・四国旅客鉄道株式会社・九州旅客鉄道株式会社のほか、NTTグループ・JTグループ・日本郵政グループなどもこれにあたる。
（3）1947（昭和22）年5月3日の日本国憲法施行を受け、第28条「勤労者の団結する権利及び団体交渉その他の団体行動をする権利は、これを保障する」により公務員を含めた勤労者は労働三権を保障されていた。しかし、この書簡を受け政府は公務員の労働三権を制限する方向へと動く。
（4）日本専売公社『日本専売公社設立のいきさつ』1-2頁
（5）残る「三公社」の日本電信電話公社は1952年に設立する。
（6）第一次五カ年計画は1957（昭和32）年から1962（昭和37）年を予定していたが、四年間で挫折する。第二次五カ年計画は特に東海道新幹線建設を重視した長期計画であり、1961（昭和36）年から1965（昭和40）年にかけて行われた。また、第三次長期計画は1965（昭和40）年から1971（昭和46）年にかけて行われるはずであったが4年目に挫折している。
（7）第二次臨時行政調査会は1981（昭和56）年3月16日から1983（昭和58）年3月15日まで開かれた。会長が日本経済団体連合会第4代会長（第二次臨時行政調査会当時は退任し名誉会長）土光敏夫であったことから、別名土光臨調とも呼ばれる。第二次臨時行政調査会の答申を元になされた改革としては①歳出削減、②三公社の民営化、③人事院勧告の凍結が挙げられる。
（8）特殊法人とは、特別法により設置される公益性の高い法人のこと。国策上あるいは公共の利益のために設置される。ちなみに公社とは政府の出資する特殊法人のうち「公社」と名前がつくものを指している。註（2）で挙げた特殊会社も特殊法人のひとつである。
（9）林淑馨は民営化企業における公共性概念を「ミクロ公共性（公平性、安全性）、マクロ公共性（国家財政負担の軽減、公害・環境問題への対応、高度通信社会への対応）」の意味で用いている。（「日本の民営化における公共性と企業性（2）―NTTとJRを素材として―」『名古屋大學法政論集』184号51頁）また企業性については「事業体が人事・財務・業務の側面で経営の自主性を持つことにより、効率性を高め、サービスの質を改善し、これらの総合的経済的表現として経営成績を向上すること」と定義している。（同58頁）
（10）「日本国有鉄道の経営する事業の再建の推進に関する臨時措置法（昭和58年5月20日法律第50号）」第5条1項1号より引用。
（11）三塚博『国鉄を再建する方法はこれしかない』（政治広報センター、1984）
（12）「今回国鉄が置かれている厳しい状況に照らしてみると従来の延長線上を脱しておらず、抜本的改革に取り組む姿勢において厳しさが欠如している等との各界からの批判が相次いだ。」（交通協力会『交通年鑑』1986、322-323頁）
（13）「日本国有鉄道改革法」「旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律」「新幹線鉄道保有機構法」「日本国有鉄道清算事業団法」「日本国有鉄道退職希望職員及び日本国有鉄道清算事業団職員の再就職の促進に関する特別措置法」「鉄道事業法」「日本国有鉄道改革法等施行法」「地方税法及び国有資産等所在市町村交付金及び納付金に関する法律の一部を改正する法律」の8法。
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